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本研究では, 廃棄物焼却施設を持たない自治体において, ごみ分別収集・資源化による最終処分場の延命

効果と最終処分場の温室効果ガス排出量の削減効果を検討する. 対象地域を北海道北広島市として, 新たに

実施された生ごみ・紙類・プラスチックの分別回収・リサイクルの促進によって, 年間ごみの最終処分量

とその処理過程の温室効果ガス排出量に関する減量効果を定量的に明らかにした. そのうち, 生ごみ分別収

集およびバイオガス化処理による温室効果ガス排出量の削減効果が顕著であると明らかにした. 本研究の

成果に基づき, 廃棄物焼却施設を持たない自治体において, ごみ種類ごとの分別回収の向上と廃棄物資源化

技術の変換に関する効果が評価でき, 実行性の高い対策が提案できると考えられる． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究背景 

現在我が国では, 大量生産・大量消費・大量廃棄とい

う社会システムによって, 資源の枯渇や地球温暖化, 最終

処分場埋め立て容量の限界といった様々な社会問題が深

刻化してきた. これに対して我が国では, ゼロエミッショ

ンを目標とした廃棄物の適正処理・処分, リサイクルが

求められ, また 2007年には 21世紀環境立国戦略 1)が閣議

決定され, 循環型社会・低炭素社会・自然共生社会とい

う 3つの社会の形成を統合的に進めていくことにより地

球環境の危機を克服する持続可能な社会を目指すことが

示された. そのため, 今まで以上に廃棄物の適正処理・処

分が求められており, 特に近年では, これら 3つの社会の

観点から地球温暖化防止を解決し, 持続可能な社会を形

成する上でカーボンニュートラルである再生可能な有機

性資源としてバイオマスの利活用に注目が集まっている.  

我が国では廃棄物の適正処理・処分の一環として, 多

くの自治体で中間処理施設として廃棄物焼却処理施設を

持っており, 焼却による減量・減容化後, 焼却残渣の埋め

立てという形が廃棄物の処理法として一般化してきた. 

しかし実際には, 廃棄物処理のための施設整備が整って

おらず廃棄物の直接埋め立て処分による, 最終処分場の

残容量や有機性廃棄物による温室効果ガスの発生などが

問題となっている自治体もある. 実際に我が国では平成

21年度のメタン排出量は 20,717千トンであり, そのうち

廃棄物埋め立てによる排出は 3,303千トンで, 廃棄物の埋

め立てによる温室効果ガス排出の問題は深刻である 2). 

このような問題を現在, 北広島市はリサイクルの推進に

よって解決しようとしている. 北広島市では, かつて一般

廃棄物は資源ごみ以外破砕処理後全量埋め立て処分され

ていたが, 最終処分場の容量の逼迫, また最終処分場から

の温室効果ガス発生という問題から, 平成 23年度より生

ごみのバイオガス化が開始され, 現在は生ごみ, 紙類, プ

ラスチック, ビン・缶・ペットボトルが分別収集・リサ
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イクルされている. そのため焼却施設を持たない廃棄物

管理システムの事例として期待されているが, 現状の調

査では正しく分別収集されずに直接埋め立て処分されて

しまう生ごみ・資源ごみも大量に存在する. それでは当

初の目的である, 最終処分場の延命化や温室効果ガス排

出量の削減といった効果が十分に得られないため改善策

が必要である. 改善策としては分別回収率の向上や機械

選別・生物的処理(Mechanical-Biological Treatment, MBT) (未

分別の廃棄物に機械選別・前処理を施した後に, 埋め立

て処分するという処理方法)の導入, リデュースの推進と

いった様々なものが考えられるが, 改善策を決定・施行

する前にその改善策によってどのような効果が得られる

かを明確に示しておかなければならない.  

そのため本研究では, 北広島市の廃棄物管理システム

において, 改善策として家庭系生ごみ・資源ごみの分別

回収率の強化を行った際に期待される最終処分場延命効

果, 温室効果ガス削減効果を定量的に示す.   

 

(2) 目的 

大目的として, 焼却に頼らない廃棄物処理の手段によ

って, 最終処分場延命効果・温室効果ガス削減効果がど

れほど得られるかの検討を行うことと設定する. そのた

めに, 北海道北広島市を対象地域として, 家庭系廃棄物の

分別向上による最終処分場延命効果・温室効果ガス排出

量削減効果を推計し, 推計結果から北広島市廃棄物管理

システムの啓発について考察することを目的とする.   

 

 

2. 我が国における廃棄物処理の実態と課題 
 

 廃棄物処理施設は, 適地が少なく新たな用地の確保が

難しい上, 整備には膨大な経費を要する. このため, 埋め

立て処分場を1日でも長持ちさせることが必要で, 経済的

な中間処理, さらに延命化が求められてきた. こうした中

で, 我が国では埋め立て処分場の延命化などのための廃

棄物適正処分の一環として, 多くの自治体で中間処理の

ため廃棄物焼却処理施設を設け, 焼却による減量・減容

化後, 焼却残渣の埋め立て処分を行うという形が廃棄物

の処理方法として一般化してきた3).  

しかし実際には, 経済的・社会的理由から, 地域計画の

策定ができずに, 廃棄物処理のための施設整備が遅れて

しまっている自治体もある. さらには, 焼却施設がないこ

とによって廃棄物を直接埋め立て処分せざるを得ない自

治体すらもあり, 最終処分場の残容量や生ごみや木くず, 

紙類などの微生物分解される有機性廃棄物による最終処

分場からの温室効果ガスの発生などが問題となっている. 

さらに, 有機性廃棄物の最終処分場への直接埋め立ては, 

温室効果の高いメタンの排出を伴うことから, 環境省で

は平成20年度から始まる5ヶ年計画の期間中に, 原則とし

て廃止するように努めるようにしている. そのため廃棄

物の直接埋め立てを行っている自治体では, 最終処分場

延命化・温室効果ガス削減などの環境負荷低減のために

焼却施設の設置が必要であると考えられている3).  

しかし, 焼却施設が我が国の一般的な廃棄物中間処理

の手法として普及する一方で, 容器包装リサイクル法を

はじめとする各種リサイクル法の施行, ダイオキシン等

の汚染物質の排出抑制, さらには高齢化社会による公共

コストの削減, 温暖化ガスの地域削減構想などによって, 

近年我が国では焼却処分に変わる, 環境負荷の少ない新

たな廃棄物中間処理の手段や, 今以上に徹底した3R, 市民

による協力が求められている.   

 

 

3. 研究方法 
 

(1) 対象地域の現状把握 

最初, 研究地域における必要なデータを収集し, 現状の

把握を行う. 研究に必要なデータは, 廃棄物関連のもので, 

廃棄物処理の流れや分別状況, 最近の廃棄物収集量やご

み組成などが挙げられる. 本研究では対象地域が北海道

北広島市であるので, データ収集は主に北広島市のホー

ムページや問い合わせ, ヒアリング調査によって行う.  

  

(2) 対象廃棄物の設定 

 対象地域の現状に基づいて本研究で対象とする廃棄

物の設定を行う. 本研究では, 家庭系生ごみ・資源ごみの

分別回収率の強化による期待成果を推計するため, 対象

廃棄物を設定する際に考慮する要因は分別収集された後

リサイクルされるかどうか, 現在の分別回収率が十分な

値であるかどうか, 埋め立てした場合に温室効果ガスが

発生する生分解性の有機性廃棄物かどうかなどが挙げら

れる. またここで, 本研究における分別回収率の定義は以

下のようなものと定義しておく.             
 

                                             

(1)  

(3) シナリオ設定 

設定した対象廃棄物の分別回収率によってシナリオの

設定を行う. また, 次の段階からはここで設定したシナリ

オごとに推計が行われる. シナリオは対象廃棄物ごとに

その廃棄物の組成から考えて, 現実にどのようなものが

リサイクル可能で今以上に回収することができるか推測

し, 設定を行う.  

 

(4) 最終処分場延命効果の推計 

対象廃棄物の分別回収率シナリオ毎に最終処分場延命
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効果を推計する. 本研究における最終処分場延命効果と

は, 分別回収率の向上によって 1 年間の最終処分量や最

終処分する際に必要な処分場の容量 (以下, 最終処分必要

容量)がどのように変化するかを推計しグラフ化, 現状と

の比較を行う. また, その削減された最終処分必要容量に

よって, 最終処分場建設の際に削減されるイニシャルコ

ストの算出も行う.  

その推計方法としては, まず式 (2) によって, 平成 22年

度のデータをもとに, シナリオ毎の年間最終処分量, つま

り 1年間で直接埋め立て処分された量を計算する.  

対象廃棄物の最終処分量(t/年) = 

平成 22年度の対象廃棄物収集量 ( t / 年) × (1－分別回収率) (2) 

次に, 最終処分必要容量 (m3/年), つまり廃棄物の埋め立

て時に必要な最終処分場の容量を計算する. この過程で

は, 松藤 4)構築した廃棄物技術データベースにおける式

やごみ組成別のかさ密度や圧縮率を参考にして, 式 (3) の

ような計算を行う.  

   (3) 

ここで, Viは埋め立て後の対象廃棄物 iの容積 (m3/年), Zi  は対象

廃棄物 iの最終処分量 (t/年), ξi  は対象廃棄物 iの破砕によるかさ

密度増加率,  ρi は収集時の対象廃棄物 iのかさ密度 (t/m3), CSi：破

砕された対象廃棄物 iの圧縮係数. 

 さらに, 最終処分必要容量の減量によって削減される

コストを推計する. 削減される最終処分必要容量に, 最終

処分場の体積当たりの建設単価と計画に関わる委託費の

単価を乗じて削減コストを計算する. 本研究では, 澤部ら
5)の研究を参考にして, 最終処分場 1 m3当たりの建設単価

は 4,522.61 円/m3, また計画に関わる委託費の単価は

240.93 円/m3として計算を行う.  

 

(5) 温室効果ガス削減効果の推計 

 対象廃棄物の中でも, 直接埋め立て処分すると温室効

果ガスの発生する生分解性の有機性廃棄物であるものに

よるシナリオ別温室効果ガス発生量を算出し, 現状の発

生量と比較して分別回収率向上による, 温室効果ガス発

生量の削減効果を推計する.  

 埋め立てられた生分解性の有機性廃棄物は, 埋め立て

地の中で嫌気的に発酵され, 温室効果ガスの一つである

メタンガスとして地表に排出される. 本研究では埋め立

て処分された廃棄物から将来的に排出される温室効果ガ

スの量を, 最終処分を行った年度に一括して計上する方

法として 2006年 IPCCガイドライン 6)に示される Default

法という手法を用いてメタンガス排出量を算定する.  

 Default 法により, 埋め立て地からの温室効果ガス排出

量の計算は式 (4) のように行う. 埋め立てる対象廃棄物 1 t

当たりのメタンガス排出量を意味する, メタンガス排出

係数を, 前の段階で計算したシナリオ毎の対象廃棄物最

終処分量に乗じることで, 対象廃棄物の埋め立てによる

1年間のメタンガス排出量を計算する. また, 本研究では, 

そのメタンガス排出量を, 二酸化炭素排出量に換算する.  

              (4) 

ここで, 
i

E
4CH は対象廃棄物 iの最終処分に伴うメタンガス排出

量 (t-CH4 / 年), EFi  は対象廃棄物 iのメタンガス排出係数 ( t - CH4 / t 

- 廃棄物). 

 なお, メタンガス排出係数の計算は式 (5) のように行う.  

                                             (5) 

ここで,  DOCi  は生分解性の対象廃棄物 i中の炭素含有率 , DOCf  

は生分解性廃棄物中の炭素のガス化率, MCF  は処分場の構造に

よる好気分解補正係数, F  は発生ガス中のCH4比率(体積ベー

ス) . 

 さらに, 排出されるメタンガスを二酸化炭素に換算す

る際には式 (6) を用いる.  

    (6) 

i
E

2CO は対象廃棄物 iの最終処分に伴う二酸化炭素排出量 ( t -

CO2 / 年), 
4CHGWP はに記載されたメタンの地球温暖化係数, 25 7).  

 

 

4. ケーススタディ 

 

(1) 北広島市の現状把握 

 一般的なごみの種類としては, 可燃ごみ, 不燃ごみ, 資

源ごみ, 粗大ごみが基本的なものであるが, 北広島市は焼

却施設を持っておらず, 廃棄物の破砕処理による減容化

が行われているので, 一般的な分別とやや異なっている. 

北広島市で分別されるごみの種類は, 普通ごみ, 生ごみ, 

危険ごみ（スプレー缶や刃物など）, 破砕しないごみ

（布やコード類など破砕機に巻きつく恐れのあるもの）, 

粗大ごみの有料なものが5種類ある8)
. また, 紙製容器包装

ごみ, 紙パック, 段ボール, 新聞紙, 雑誌, 有害ごみ（乾電池

や体温計など）, プラスチック製容器包装ごみ, びん・

缶・ペットボトルの無料なものが8種類ある. それらのう

ち, 普通ごみ, 生ごみは週2回, それ以外は週1回のステー

ション収集が行われている. そして, 普通ごみは平成20年

10月より有料化, 生ごみは平成23年1月より試験期間とし

て無料で分別収集が開始され, 平成23年4月から有料化さ

れている. 有料化されたものは自治体で指定された有料

ビニール袋によって収集される8).  こうして, 紙類, びん・

缶・ペットボトル, プラスチック, 有害ごみは再資源化さ

れる. また, 普通ごみと粗大ごみは破砕処理された後に埋

め立て処分, 破砕しないごみと危険ごみは直接埋め立て

処分される. さらに生ごみは下水処理センターで下水汚

泥と混合メタン発酵によるバイオガス化が行われる.  

しかし実際には, 正しい分別がなされず, リサイクルさ

れるはずの生ごみや資源ごみが普通ごみに混入し, その

iii
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まま直接埋め立て処分されてしまうものも多く存在する. 

そこで, ここでは平成 22年度のデータをもとに北広島市

の生ごみ, 紙類, プラスチック製容器包装ごみ, びん・

缶・ペットボトルの分別回収率を計算する(表-1).  

表-1 平成22年度ごみ種類ごとの分別回収率 

ごみの種類 生ごみ びん・缶・ペットボトル 紙類 プラスチック 

分別回収率 4.35% 95% 18% 38% 

 

 また,  生ごみは平成 23年 1月より分別収集されてるの

で, 生ごみに関しては平成 23年 8月, 北広島市の家庭系

普通ごみ組成調査結果により, 北広島市の家庭から普通

ごみとして出されている生ごみの量は約 5.5 t/日と計算

された. また, ヒアリング調査によって, 平成23年度 4月

～10 月の生ごみ分別収集実績値を平均すると, 分別収集

される生ごみの量は約 4 t/日となる. よって, 生ごみの分

別回収率は 0.42, 42%と推計される.   

 

(2) 対象廃棄物の設定 

表-1 の計算した分別回収率を考慮して, 本研究で対象

とする廃棄物の設定を行う. 計算結果によると, 現在の北

広島市の分別回収率は, びん・缶・ペットボトルは 95%

と十分高くこれ以上の向上は難しい値となったが, それ

以外の, 生ごみは 42% (平成 23年度), 紙類は 18%, プラス

チックは 38%と向上の余地が十分見られる値となった. 

そのため, 本研究における対象廃棄物は生ごみ, 紙類, プ

ラスチックの 3種類とする. しかし, 生ごみと紙類は直接

埋め立て処分を行うと温室効果ガスが発生するが, プラ

スチックは直接埋め立て処分しても温室効果ガスは発生

しない.  

 したがって, 最終処分場延命効果の推計では対象廃棄

物を生ごみ, 紙類, プラスチックの 3 種類とするが, 温室

効果ガス削減効果の推計では対象廃棄物を生ごみ, 紙類

の 2種類とする.  

 

(3) シナリオ設定 

 対象廃棄物が決定したので, それらを組み合わせた分

別回収率シナリオを設定する. データは主に平成 22年度

のものを用い, 生ごみは他の自治体の回収率を目安に考

え, 紙類・プラスチックはそれぞれの組成より普通ごみ

から回収しリサイクル可能なものが正しく分別された場

合を想定して決定した.  平成 22年度の状況は現状シナリ

オ(BAU)と設定され, シナリオ Aは特に平成 23年度から

実施している生ごみの分別収集を考慮する. したがって, 

生ごみの分別回収によるバイオガス化処理に関する効果

が評価できる. そこで, 生ごみの場合はBAU, 平成 23年度

の 42%から 20%, 40%向上シナリオを設定した. 紙類の場

合は, 普通ごみ中の紙類で 1 番多く含まれているものは

「その他紙類」だが, これにはリサイクルできないティ

ッシュや紙くずなども含まれているため回収は難しいと

考えられるので, 普通ごみ中の「その他紙製容器」と

「紙パック」のうち現状の 80 %が正しく回収されて紙

類全体の分別回収率が 8%向上したシナリオ, それに加え

て普通ごみ中の「新聞紙・チラシ・雑誌」のうち 80%が

正しく回収されて紙類全体の分別回収率が 15%向上した

シナリオを設定した. また, プラスチックも同様に, 普通

ごみ中の「プラスチック容器」の 80%が正しく回収され

てプラスチック全体の分別回収率が 26%向上したシナリ

オ, それに加えて普通ごみ中の「ビニール類」の 80%が

正しく回収されてプラスチック全体の分別回収率が 45%

向上したシナリオを設定した. そのような要因を考慮し

てシナリオ分けした結果が, 表-2である.  

表-2 シナリオ設定 

シナリオ 
分別回収率 

生ごみ 紙類 プラスチック 

BAU (現状) 0.04 0.18 0.38 

A 0.42 0.18 0.38 

B 0.62 0.26 0.64 

C 0.82 0.33 0.83 

 

(4) 最終処分場延命効果の推計 

 最終処分される対象廃棄物の重量を容積に変換する際

に用いた係数は以下表-3の通りである.  

表-3 容積への変換係数 4) 

廃棄物の種類 
収集時かさ 

密度 ( t / m3) 

破砕によるかさ 

密度増加率 

コンパクタ 

圧縮係数（破砕） 

生ごみ 0.7 1.0 1.6 

新聞・チラシ雑誌 0.4 1.0 1.5 

段ボール 0.3 1.0 2.2 

その他紙類 0.4 1.0 3.0 

紙パック 0.3 1.0 4.8 

紙製容器 0.3 1.0 3.4 

パック・カップ・トレイ 0.1 1.5 6.5 

プラ袋 0.2 1.0 10.0 

その他のプラ 0.2 1.0 3.8 

 

 この係数と, 北広島市の廃棄物データから得た最終処

分量, さらに 3. (4) で述べた処分場建設単価を用いて, シ

ナリオ毎の最終処分量, 最終処分必要容量, 削減コストを

計算し, その結果は図-2~4に示した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 シナリオ毎の最終処分量 

- 92 -- 92 -



 

 5 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

BAU A B C

最
終
処
分
必
要
容
量

(m
3
/年

)
生ごみ

紙類

プラスチック

0

500

1,000

1,500

2,000

A B C

削
減
コ
ス
ト

(万
円

/年
) 生ごみ

紙類

プラスチック

0

2,000

4,000

6,000

8,000

A B C

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
の
削
減
量

(t
-C

O
2

/年
)

生ごみ 紙類

0

5,000

10,000

15,000

20,000

現状 A B C

最
終
処
分
量

(t
 /

 年
)

家庭系廃棄物

事業系廃棄物

産業廃棄物

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 シナリオ毎の最終処分必要容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 シナリオ毎の削減コスト 

 

(5) 温室効果ガス削減効果の推計 

 3. (5) で述べた方法によって温室効果ガス削減効果を

推計する. まず, 生ごみと紙ごみのメタンガス排出係数 

(EFi) を計算するために, 式 (5) の生分解性の対象廃棄物中

の炭素含有率 (DOCi), 生分解性廃棄物中の炭素のガス化

率 (DOCf), 埋め立て処分場の構造による好気分解補正係

数 (MCF), 発生ガス中のCH4比率(体積ベース) (F) の定数

を調べる必要がある. 温室効果ガス排出量算定に関する

検討結果 7)を参考にすると, 我が国では表-4 の値が用い

られている.  

表-4 本研究で使用する係数 9) 

DOC 
DOCf MCF F 

食物くず 紙くず 

43.40% 40.90% 0.5 0.5 0.5 

 

 この値と式(5), (6)を用いて計算し, BAU と比較すると, 

高度分別回収・リサイクルのシナリオによる温室効果ガ

ス排出量の削減量を図-5 に示した. 生ごみ分別収集およ

びバイオガス化処理による温室効果ガス排出量の削減効

果が顕著であると明らかにした.    

 

(6) 考察 

これらのグラフから, それぞれのシナリオまでの分別

回収率向上によって最終処分場延命効果と温室効果ガス

削減効果が得られることが定量的に示された. しかし, 図

-2, 図-3を見ると, 生ごみとプラスチックに比べて紙類の

最終処分量, 最終処分必要容量が非常に大きい値となっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 シナリオ毎の温室効果ガス削減量 

 

ている. これは, 想定したシナリオでは, 普通ごみ中の紙

類組成の約 8割を占める「その他紙類」が回収されるこ 

とを考慮しなかったためと考えられる. しかし, その他紙

類は現状の北広島市廃棄物管理システムではリサイクル

することが難しいため, 最終処分量や温室効果ガス排出

量のさらなる低減化を図るには新たな技術の導入が必要

である. 新たな技術の例としては, 近年注目されている

MBT という未分別の廃棄物に機械選別・前処理を施し

た後に, 埋め立て処分するという処理方法の導入によっ

て紙類をしっかりと前処理してから埋め立てること, ま

た生ごみと同様に一部の紙類をバイオガス化することに

よって紙類のリサイクルの幅をマテリアルリサイクル以

外に広げること, 住民の協力によって今以上にリデュー

スを促進することなどが考えられる. そのため, 本研究で

は一部分として分別回収率の向上を想定したが, 他の

様々な改善策を取り入れた場合の最終処分量や温室効果

ガスの発生量, さらにコストの推計を行い, それぞれの結

果を比較し, 考察していくことが必要であると考えられ

る.  さらに, 図-6では, 参考のため, ヒアリング調査による

平成 22年の 事業系廃棄物, 産業廃棄物の埋め立て量も示

した. 図-6から, 事業系廃棄物埋め立て量も少ないとは言

えない値なので, 事業系廃棄物埋め立て量を削減するた

めの政策を計画することも北広島市には必要である. ま

た, 本研究の想定シナリオまで, 現状の分別回収率を向上

させるためにどのような政策が必要となるか, またその

政策による分別回収率向上の見込みはどれほどあるのか

を推計することも非常に重要となる.  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図-6 北広島市全体の廃棄物埋め立て量 
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さらに, 北広島市では, 平成 27 年の市の公共施設によ

る温室効果ガス排出量の削減量の目標値が 1,145  t-CO2で

あるので 10), このように生ごみのバイオガス化と家庭系

廃棄物の分別を徹底することは北広島市の低炭素社会の

発展にとって効果的であることがわかる. 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では, 北海道北広島市を対象地域として生ごみ, 

紙類, プラスチックの分別向上による最終処分場延命効

果と温室効果ガス削減効果が得られることが定量的に示

された.  また, 生ごみ分別収集およびバイオガス化処理に

よる温室効果ガス排出量の削減効果が顕著であると明ら

かにした.     

ただし, 分別回収率の向上による効果は示されたので, 

具体的な分別回収率の向上を促進する政策の推進および

市民に対する意識調査などを行う必要がある. なお, 分別

回収率の向上による効果はあるが, それだけでは限界が

あるため, ゼロエミッションに近づけるに他の導入すべ

き技術による効果やコストの調査, また事業系廃棄物の

分別向上の調査などを行う必要がある.  
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Study of Reduction of Final Disposal Amount and Greenhouse Gas Emission by Waste  

Management Strategies without Incineration  

-Effectiveness of Improved Separation and Recycling of Garbage in Kitahiroshima City- 

 

Yuta SATAKE, Toru FURUITHI, Yu-Chi WENG, Kazuei ISHII, Sang-Yul KIM 
 
In this study, in order to seek for proper waste management strategies for the municipalities without in-

cinerators, with regard to the reduction of final disposal amount and greenhouse gas (GHG) emission, we 

clarified the effectiveness of the improved separation and recycling of kitchen waste, papers and plastics in 

Kitahiroshima city. Regarding the practical improved recycling scenario, the estimation results showed that, 
compared with the BAU scenario in FY 2010, the annual final disposal amount, spaces and the relevant 

GHG emission can be further decreased significant; particularly, the effectiveness of the improved recy-

cling on the kitchen waste and its biogasfication in Kitahiroshima city were quantatively clarified with re-

gard to the landfilling capacity and GHG reduction. Based on the findings of this study, concrete and prac-

tical policy proposals could be made for the waste management strategy in municipalities without incinera-

tors like Kitahiroshima city. 
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